
ケアハウス桃李運営規定 

 

(趣 旨) 

第1条 この規定は、軽費老人ホーム（ケアハウス）ケアハウス桃李（以下施設という） 

の運営管理に関する基本的事項について定める。 

 

（施設の目的） 

第2条 施設は福祉に関する法令基準の定めるところに基づいて、利用者（入所者）に日

常生活上必要な便宜を供与し、もって健康で明るい生活が送れるようにすること

を目的とする。 

 

（施設の所在地） 

第3条 ケアハウス桃李の所在地は、長岡市西津町 4630 番地とする。 

 

（利用契約及び解除） 

第4条 施設長は、別に定めるところにより、自立して生活が出来ない状態に至ったと認

められる等、やむを得ない場合は契約を解除することができる。 

 

（利用者の処遇） 

第5条 施設は、入所者が健康で明るい生活を送れるよう、各種の相談、助言等必要なサ

ービスの提供及び適切な処遇を図り、施設の目的の達成に努めなければならない。 

 ２  前項の処遇について「生活のしおおり」を作成し生活上の定めを設けることがで

きる。 

 ３  施設は、施設目的実現のため、処遇等について利用者の希望、意見を聴き、運営

上の配慮をしなければならない。 

 

（利用料の徴収） 

第6条 施設は、国の定める基準に基づき、毎月、生活費、サービス提供に要する費用、

居住に要する費用及びその他の経費を徴収し、電気料等の使用料金を徴収しなけ

ればならない。（別紙参照） 

 ２  前項に定める以外の特別な個人的サービスに要した経費は、利用者の負担とする。 

 ３  施設は、前 2 項に定めるもののほか、利用者に不当な費用を徴収してはならない。 

 

（定員及び職員の配置） 

第7条 施設利用者定員は２６人とし、国の定める基準に基づき、施設の運営管理に必要

な職員を次のように配置し、職務内容を次のように定める。 

（１） 施設長（併設の介護老人保健施設施設長が兼務） １人 

（２） 生活相談員                  １人以上 

（３） 介護職員（寮母・寮父）            １人以上 

（４） 事務員                    １人以上 

（５） 委託厨房職員                 必要数 

１）栄養士（併設施設兼務） 



２）調理員 

（６） 宿直員等 

併設介護老人保健施設の夜警員等の兼務とする。 

    （併設施設には夜警員１名のほか、看護・介護職員 5 名が夜勤） 

  ２ 施設業務の都合上パート職員を置くことができる。 

 

（職務内容） 

第８条 職員の職務内容を次のように定める。 

（１） 施設長は、理事長の命を受けて、職員を指揮監督し適切な事業運営が行われる 

ように総括する。 

（２） 生活相談員は、施設長の命を受けて入所者等の処遇及び生活上の相談、助言、 

関係市町村との連絡等を行う。 

（３） 寮母職員は、施設長の命を受け入所者の日常生活全般の援助業務及び栄養指導、 

給食管理等の業務を行う。 

（４） 事務員は、施設長の命を受け事務処理等を行う。 

（５） 外部委託の厨房職員は、別に契約を締結したところにより施設の給食業務に従事

する。 

（６） その他の職員は施設長の命を受け、施設運営に必要な業務を行う。 

（７） 職員の定数が少数のため、各職員はそれぞれの職種の業務範囲を越えて、互いに

協力し業務を遂行しなければならない。 

２   施設長は必要により、業務区分及びその内容の変更を命じ、または、新たに業務

を 命ずることができる。 

３  職員は、社会福祉の理念に基づき、誠実に相互が協力しその業務を積極的に行わ

なければならない。 

 

（身体の拘束等） 

第９条 施設は、利用者に対し身体拘束、その他利用者の行動を制限する行為は、緊急や

むを得ない場合を除き行わないこととする。 

 

（虐待の防止等） 

第 10 条 施設は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下   

に掲げる事項を実施する。 

  （１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結

果について、職員に周知徹底を図る。 

  （２）虐待防止のための指針を整備する。 

  （３）職員に対し虐待を防止するための研修を定期的に開催するための計画を定める｡ 

 ２  虐待または虐待が疑われる事案が発生した場合は、再発の確実な防止策を講じる

とともに長岡市に報告する。 

 

（保健衛生） 

第 11 条 利用者の定期健康診断は、年 1 回以上行い、その記録を保存する等日常におけ

る健康管理に配慮することとする。 

 ２  施設における感染症、食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員

会を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図る。 



 ３  施設における感染症、食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

 ４  職員に対し感染症、食中毒の予防及びまん延防止のための研修を定期的に開催す

るための計画を定める。 

 

（秘密保持等） 

第 12 条 施設職員は、業務上知り得た利用者及び家族の個人情報等につき守秘義務を負

う｡ 

 ２  施設職員は、業務上の正当な理由がある場合に限り、別に定める個人情報に関す

る基本情報及び個人情報の利用目的に基づき利用者及び家族の個人情報を利用す

る｡ 

 ３  施設は、職員であった者が正当な理由なく業務上知り得た利用者または家族の個

人情報を漏洩することがないよう必要な措置を講ずる。 

 

（利用者留意事項） 

第 13 条 施設長は、円滑な施設運営を期するため、別に定める重要事項説明書を利用者に

配布し、その趣旨を十分に周知しなければならない。 

 ２  この規定に定めるもののほか必要な事項は『生活のしおり』に定める。 

 

（災害、非常時への対策） 

第 14 条 施設は、消防法令に基づき、防災管理者を選任し、消火設備、非常放送設備等、

災害非常時に備えて必要な設備を設ける。 

 ２  施設は、消防法令に基づき非常災害時足しして防災委員を定め、具体的な消防計

画をたて、職員及び利用者が参加する消火、通報及び避難訓練を原則として年２

回以上行う。 

 ３  入居者は、防災等の緊急事態の発生に気づいたとき、ナースコール等最も適切な

方法で、職員に事態の発生を知らせる。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第 15 条 施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護保健施設サ    

ービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に

従い必要な措置を講じるものとする。 

  ２ 当施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修    

（年２回以上及び新規採用時）及び訓練を定期的に実施する（年２回以上）。 

  ３ 施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の    

変更を行う。 

 

（その他） 

第 16 条 この規定に定めるもののほか必要な事項は別に定める。 

 

 

 

 



                  付  則 

 

（施行期日） 

１ この規定は平成 11 年 10 月 1 日から施行する。 

２ 平成 22 年 2 月 1 日一部改定。（（利用者留意事項）第９条、（災害、非常時への対策）

第１０条を加え改訂） 

３ 令和７年１０月１日一部改定（（身体の拘束等）第９条、（虐待の防止等）第 10 条、

（保健衛生）第 11 条、（秘密保持等）第 12 条、（業務継続計画の策定等）第 15

条 を追加。以下条数順送り。） 


